
 

3-2-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員：5人
嘱託（本場：5人、サテライト鴨川：
2人、サテライト市原：3人、サテラ
イト成田3人）
委託業者：61人

48 11,437 ③ 整理統合

30年3月に締結した、(仮称)千
葉公園ドームの事業提案者と
基本協定に基づき、業界団体
（ＪＫＡ）等及び経済産業省と
の間で２５０競輪に関する施
設や競技実施基準の調整を
進めると共に、既存施設の解
体除却を着実に実施してい
く。
なお、4月に実施された、競輪
事業の最終決定機関である
競輪最高会議により、２５０
KEIRINについての中間報告
がなされ、事業として実施して
いく方向性が確認されており、
これに基づき、5月よりＪＫＡと
本市との間において、定期的
に２５０競輪の各種基準等に
関する協議を実施している。

モ
ノ

競輪場内施設
サイクル会館
（減価償却費：3年平均）
　・競輪場：153,501千円
　・ｻｲｸﾙ会館：153,501千円

307
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

（仮称）千葉公園体育館の整
備を含む千葉公園エリアの再
整備との整合を取るべく、事
業者を含め調整を行う。運営
については、２５０競輪事業と
のバランスを取りつつ、多目
的利用によるにぎわいの創出
が図られるよう、千葉公園体
育館との棲み分け・協力を含
め、庁内関係課や事業者と協
議を行っていく。
なお、平成３０年４月より、緑
政課、スポーツ振興課、経済
企画課、公営事業事務所の４
課・事業所による担当者会議
を定期的に実施しており、本
件の対応を行っている。

公営事業事務
所

経済企画課
1 競輪開催

他都市等の状況

カ
ネ

H30予算額：11,082,074千円
【主なもの】
開催費：10,003,000千円
（内 払   戻   金：7,200,000千
円）
（内  包括委託：  475,200千
円）
繰出金：      5,000千円

11,082

歳入総額：13,650百万円
歳出総額：12,774百万円
（繰出金：17百万円）
（公有財産購入費：1,406百
万円）

⑧ その他

平成30年度は引き続き包括
委託によって競輪事業を運営
する。また、現施設を解体す
るため、近隣の松戸・川崎の
競輪場を借上げ、主催レース
を開催するとともに、他場開催
レースの場外販売を現施設に
おいて実施し、一般会計への
繰出金等、事業収益を確保し
ていく。

競輪開催に伴う収益金の
一部を、一般会計へ繰出
すことによる財政への貢
献

競輪ファン等に対し、他
場借上による千葉市営競
輪の開催及び他場開催
レースの車券発売を行う
と共に、顧客獲得を着実
に進めるため、地域住民
をはじめ、多くの市民の
方々に、新たな競輪に向
けたＰＲを、場内イベント
開催時に実施していく。 平成29年度実績

入場者数計：356,356人
(本場： 52,626人)
(場外：303,730人)

車券売上：11,050百万円

繰出金：17百万円

※参考
公有財産購入費：1,406百万円
（市債：1,406百万円）

平成25年度から包括委託によ
り競輪事業運営を行っている。
コスト削減により収益は従前に
比べ増加しており、一般会計へ
の繰出しを行っているものの、
車券売上の減少傾向に歯止め
はかかっていない。また、施設
の老朽化等があり、今後の施
設改修には多くの費用が必要
となる。
車券売上の状況がこのまま推
移すると、事業収支の赤字化
により一般会計への繰出しが
不可能になり、公営競技の本
来の意義が失われる。

上記のことを踏まえ、

平成29年度中に現競輪の廃止
と250競輪での事業継続の双方
で検討を進めてきた結果、民間
事業者が施設を建替えること
で、修繕費用を捻出する必要
が無くなったことに合わせ、競
輪業界として新たに２５０ＫＥＩＲＩ
Ｎの検討が進められ、千葉市と
して新たな競輪での継続すると
の方針を決定した。
１ 新たな競輪である250KEIRIN
は、日本（世界）で初なる公営
競技となることから、今後、レー
ス体系やルール、勝者投票の
システムの構築等をＪＫＡと一
体となり競輪関係団体等との調
整が必要である。
また、施設は民間事業者が建
設することとなるが、施設の諸
室や競技実施の際に必要とさ
れる備品などの検討について
も、ＪＫＡ並びに経済産業省等
との調整も必要である。
２ 新施設の整備にあたっては、
（仮称）千葉公園体育館を含む
千葉公園エリアの再整備との
整合を取るとともに、運営に当
たっては、多目的スポーツ施設
として、２５０競輪や自転車競技
のファンのみならず、新たなに
ぎわいを生んでいく必要があ
る。
３ 新施設である（仮称）千葉公
園ドーム整備期間中は、千葉
競輪場での主催レース開催が
不可能となるが、施行権維持
のために他場を借り上げ、主催
レースを開催する必要がある。

全国４３競輪場を各自治体(５府県・３６市村・２組合)
が、施行者として運営している。（包括委託は本市を
含む１９場）
競輪事業を施行する政令市：７市（千葉、川崎、静
岡、広島、北九州、熊本。名古屋市が組合を構成）

施策 スポーツ・レクリエーション活動の推進

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

主要事務事業戦略シート

局・区の使命 地域の「稼ぐ力」を向上させ、地域経済を活性化する。

事業選択・重点化・見直しの考え方

　１　「稼げていない産業」のパフォーマンス向上に向けた的確な対応
　２　「人を採り、育てて、活用する力」の強化による市内産業の生産性向上に向けた的確な対応
　３　「進行中のプロジェクト」や「課題の解決」に向けた的確な対応
　　　重点化する事業：競輪事業、雇用推進事業、観光協会の機能強化に関する取組み、流通・ブランディング事業
　　　見直しする予定の事業：中小企業資金融資制度、乳牛育成牧場管理運営事業、ふるさと農園維持管理運営事業、農政センターの活用

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

平成３０年度 

経済農政局 

経済農政局長 今井 克己 



5-1-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

2.1人工
（常勤1.3人、非常勤0.8人）

14 32 ⑤ 連携・協働

市内経済活性化に繋げるための
戦略の見直しを行い、CCB等と
連携してMICEによる市内での消
費拡大や滞在期間延長のため
の手法を検討する。

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

② 課題抑制

2020年オリパラをきっかけに激化
するMICE誘致の都市間競争に
対抗し、2020年以後も引き続き
MICE誘致に繋げるため、新たな
補助制度の創設検討及び観光
庁の「グローバルMICE都市」事
業（誘致競争力強化支援）に参
加し誘致競争力の強化に取り組
む

観光MICE企画
課

1
ＭＩＣＥの推進（大規模ＭＩ
ＣＥ開催支援）

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
18,728千円 18 12百万円 ⑧ その他

国際会議等の主催者ニーズに応
じた開催支援実施により、都市
の魅力発信やMICEブランド構築
に繋げていく

世界的に誘致競争が激
化する中、「グローバル
MICE都市」として、国際
会議等ＭＩＣＥを積極的に
誘致し、地域経済の活性
化、都市イメージの向上、
国際観光の振興、大規模
イベント開催に伴う本市
の魅力発信に繋げる

ちば国際コンベンション
ビューロー（CCB）を通じ、
MICE主催者に対し下記
支援を行う。
・国際会議や大規模ｺﾝﾍﾞ
ﾝｼｮﾝへの開催支援
・マップ・ガイド等の提供、
会場でのPRブース設営
・主催者のニーズに合わ
せたアフターコンベンショ
ン（大会の終了後や期間
中の空き時間に行うレセ
プション、地元を巡るツ
アーなど）実施支援

※2020年を踏まえた新た
なMICE補助制度創設も
検討

【実績】
＜国際会議補助＞
○JpGU-AGU Joint Meeting
　参加8,450（うち外国人1,110）
人
○第40回日本神経科学大会
　参加3,470（390）人

＜開催支援＞
○関東商工会議所女性会連合
会
　参加830人
○日本放射線影響学会
　参加492人
　→大会冊子への市PR広告掲
載
　　 ブースでの市ＰＲ実施

【効果】
・開催補助やＰＲブースでの支
援を通し、主催者等に市の魅
力を伝える。国際会議「日本地
球惑星科学連合大会」では支
援実施により、次回の千葉市
開催が決定
・別の大会では市作成マップを
活用した中心市街地ツアーを
商工会議所や観光協会との協
働によりCCBが実施した
・実績を開催支援事例として記
録し、誘致に活かしていく

・市内開催MICEの多くの参加
者が都内で宿泊・飲食している
傾向がある

・2020年オリパラをきっかけに、
他都市が施設拡充や補助制度
創設など誘致力強化に取組ん
でいる

・グローバルMICE都市として世
界的知名度が低い

ほとんどの政令市とｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰで開催補助
金、マップやグッズの提供などのMICE誘致に向けた
支援が行われている

施策 都市の国際性の向上

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課



5-1-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

1.9人工
（常勤1.1人、非常勤0.8人）

10 15 ⑧ その他

企業協賛確保に向け、協賛メ
ニューや協賛企業へのインセ
ンティブ、協賛効果を高めるた
めの広報手法を検討

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

⑤ 連携・協働

千葉ポートパーク周辺施設利
用促進連絡協議会、そごう千
葉店、県立美術館との相互連
携の継続に加え、ちーバル等
との連携による千葉駅西口ま
でのエリアが一体となった賑
わいの創出手法を検討

ヒ
ト

0.2人工 2 69 ⑧ その他

イベントの実施や周辺施設等
との連携（千葉ポートパーク周
辺施設利用促進協議会）によ
る集客力向上

モ
ノ

―
（県所有・市管理）

0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

計画的な修繕計画策定に係
る県との協議

・入館者数・利用料金収入の減
少
・施設の老朽化による修繕費
（負担金）増

2
千葉ポートタワー管理運
営

⑤ 連携・協働

みなとエリアを活かした魅力
あるイベント実施や、他都市と
の連携により新たな名物の発
掘の検討を行うとともに、2基
目の桟橋と港湾緑地を活かし
たイベントにするよう検討

観光ＭＩＣＥ企画
課

他都市等の状況

カ
ネ

千葉ポートタワー指定管理
業務委託料 67,115千円

【その他経費】
航空標識灯ポール支持金
具等更新及び塗装修繕
3,716千円
千葉ポートタワー長期修繕
計画策定資料作成
6,000千円

67 67百万円

千葉ポートタワーがみな
とエリアと海に親しめる観
光施設となることを目指
す

市民及び市外の観光客
が、港と海に親しめる観
光施設となる千葉ポート
タワーの適正な管理

【実績】
利用者数　136,573人
 (うち、有料入場者　88,456人)

【効果】
・市直営と比較して管理運営費
の抑制
・民間の運営手法の導入・横浜マリンタワー：施設を賃貸借契約し、民間で運

営（10年契約）
・神戸ポートタワー：㈳神戸港振興協会が所有・管理
・京都タワー：民営（京都タワー㈱）

観光ＭＩＣＥ企画
課

1 千葉湊大漁まつり

市内外からの来場者に
対し魅力あふれる企画を
実施することで、“にぎわ
い”を創出し、市民に対
し、会場を千葉ポート
パーク及びみなとエリアと
することにより海辺の魅
力を広くＰＲするとともに、
イベントを通じて千葉みな
とエリア及び千葉駅周辺
を含む経済の活性化に
繋げることを目的とする

（来場者）
各種出店（展）、ステージ
イベントを提供

（出店（展）者、協賛者）
多くの来場者へのPR機
会を提供

【実績】
来場者数　延べ7.5万人
 (H29年度)
　

【効果】
・過去最高の集客（7.5万人）を
集め、食、物産品、文化など地
域の魅力発信と価値の向上及
びポートパークエリアが一体と
なった賑わいが創出された。
・第2会場として連携している
「そごう千葉店」で前年度比
120％の売り上げ。地域への経
済波及を進めた。
・経済波及効果2,810万円（市
域）

・会場規模の拡大と企業協賛
の減少による運営費不足

・イベントを活用し、さらなる地
域経済活性化に繋げるための
取組みが必要

・市負担増額に見合う魅力的な
内容の検討が必要

市原市　　 上総いちはら国府まつり
　　　　　　　（9月末　2日間18万人）
四街道市　四街道市産業まつり
　　　　　　　（11月　2日間　3万人）
※3市連携事業で相互出展を行っている

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
負担金 5,000千円

5 3百万円

施策 観光の振興と魅力の創出・発信

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性



5-1-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

1.6人工 15 87 ⑧ その他

【平成30年】
　・会場レイアウト変更に伴う安全な
来場者導線の確保のため、関係機
関との協議・調整・実施
　・平日開催による協賛金（企業・個
人）の減少を最小限にするための広
報を行う
　・平日開催となるため、早期に地
元企業や自治会等との協議・調整
を行う。

モ
ノ

― 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

【平成31年以降】
　・幕張海浜公園内に建設予定
のナショナルフットボールセン
ターの工事スケジュールを確認
するとともに、関係機関と早期に
協議をし、8月第一週の土曜日開
催を目指す。

ヒ
ト

職員　0.7人
（正規0.7人）

8 71 ⑤ 連携・協働

・市観光2課の業務のうち、観
光資源の開発やプロモーショ
ンに関するものを中心に観光
協会へ移管する。
・上記及びグリーンツーリズム
の推進やインバウンド対応等
の新規事業の推進に必要な
人的、財政的支援を行う。

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

市観光2課は1課に集約し、観
光施策の企画、ＭＩＣＥ、幕張
メッセ等施設管理に関する事
業を担う。

・Ｈ29年度に実施したグリーン
エリアの観光実態調査で、プロ
モーション不足が指摘されてい
るものの、協会人員の不足によ
り、観光需要に応えられていな
い。また、国内外からの観光客
への対応が不十分である。

・市観光2課と観光協会の業務
重複を解消することで、効率的
な組織運用（市観光2課は企画
立案業務に集中）できる余地が
生じる。

4
千葉市観光協会の機能強
化に関する取組み

観光ＭＩＣＥ企画
課

他都市等の状況

カ
ネ

63百万円
（うち一般財源54百万円）

【主なもの】
観光協会補助金41百万円
観光情報センター負担金22
百万円

63 34百万円

観光協会が、アフターコ
ンベンションやインバウン
ドをはじめとする、観光プ
ロモーションを中心とした
取組みを行うことで、観光
分野における経済効果拡
大の中核となるよう、機
能強化する

観光協会の担う役割につ
いて検討し、市の支援内
容を決定する。

・観光プロモーション課と観光
協会が中央コミュニティセン
ター10階に移転。これにより、
市と協会の連携が深化した。

・観光協会が人材を2人登用
　①グリーンツーリズムのマネ
ジメント1人
　②観光振興業務1人
これにより、グリーンツーリズム
の推進事業に取り組めるように
なった。

・５ビーチプロモーションの業務
移管。これにより市と観光協会
の業務重複が１つ解消した。大都市の観光協会は一部を除きコンベンション

ビューローまたは国際交流協会と組織統合してい
る。
また、組織統合していない都市の観光協会は、いず
れも指定管理施設等の管理施設をもっており、自主
財源を確保する体制がある。

観光ＭＩＣＥ企画
課

他都市等の状況

カ
ネ

千葉市民花火大会開催事
業負担金
72,000千円

72 16百万円 ⑧ その他

【本市の経済活性化】
・花火大会観覧者が市内でさ
らに飲食をするなど、更なる
地域経済活性化を生むような
仕組みを検討する。

3 千葉市民花火大会開催

千葉市のウォーターフロ
ントにあたる日本一の長
さを誇る人工海浜や幕張
新都心地区周辺におい
て、夏の風物詩となる花
火大会を開催すること
で、賑わいの創出と本市
経済の活性化を目指す

市民の夏の風物詩となる
観光イベントを開催する

【実績】
観覧者数　約30万人

【効果】
経済波及効果3億3千万円

平成30年の開催について、平日開
催による諸問題への対応が必要
である。
　・自由観覧席を幕張メッセへ
　　変更することによる資機材の
　　増加
　・平日開催により交通規制がか
　　けられないことによる臨時バス
　　の確保
　・警備員、案内誘導員の増員
　・協賛金（企業・個人とも）が
　　減少する可能性がある
　※上記による市負担金の増額が
必要

平成31年度以降の開催について
検討する必要がある。
　・8月第一週の土曜日での
　　開催に向け各関係期間との
　　早期の協議
　・平成32年度（オリンピック開催）
　　の開催検討
　・適正な市負担金の設定

イベントを活用し、更なる地域経済
の活性化に繋げる必要がある。

全国各地で花火大会が実施されているが総事業費
に占める自治体負担割合は近隣市と比較して極端
に少ない。

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 観光の振興と魅力の創出・発信

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）



5-1-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員 9.65人
（正規 7.65人、非常勤 2人）

80 142 ⑤ 連携・協働

モ
ノ

なし 0
＜参考＞

前年度決算額
③ 整理統合

観光プロモー
ション課

5 観光プロモーションの推進
他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額74百万円
（うち一般財源73百万円）

【主なもの】
レッドブルエアレースＰＲ負
担金22百万円
非常勤職員報酬・共済費
12百万円
訪日外国人動向調査　10
百万円

62 69百万円

・お茶の京都 DMO
（京都府と府南部地域の宇治市他１１市町村）による
地域資源を活かした着地型旅行商品や体験プログ
ラムなどの造成・開発

・三重あそび
観光体験プログラム（三重遊び）の運営
　楽天トラベル＋三重県+県内11市町（四日市市他）

・全国工場夜景協議会加盟10都市で実施
　川崎市、北九州市、室蘭市、四日市市、周南市、
尼崎市、富士市、千葉市、堺市、高石市、千葉市

・千葉県の海外プロモーション（ターゲット国）
　台湾、タイ、マレーシア、ベトナム

・ムスリムインバウンド受入環境整備
台東区　（浅草）、佐野市、日光市等が積極的に実
施。【H29年度は関東運輸局のムスリムインバウンド
受入環境整備実証事業で広域連携を行った】

観光を通じて来訪者から
喜ばれ、行ってみたい、
また来たいと感じてもらえ
る都市を目指す。都市ア
イデンティティの浸透を通
して市民が本市に対する
愛着や誇りを持ち、市内
外に向けて本市の魅力を
発信するとともに、来訪
者の「おもてなし」につな
げ、来訪者の快適な滞在
へと結びつける。
（都市アイデンティティ＝Ｉ
Ｄに表記省略）

①近隣市と広域連携を図
り商品力のある体験型観
光プランの創出

②特区民泊事業者へ助
成

③都市ＩＤの浸透を図るた
め、写真映えするアイテ
ムを創出し、若年世代を
対象に発信していく。

④工場夜景を新たな観光
資源として、宿泊・滞在型
観光の推進するため工場
夜景サミットを千葉市で
開催し工場夜景の認知
度向上を図る。

⑤訪日外国人客（インバ
ウンド）集客のために、国
内外でのプロモーション
やムスリム旅行者をはじ
めとした外国人観光客受
入環境整備等を行う。

【国内】

①千葉あそび市外者申込率
 　H28：37％ ⇒ H29:45％
  ﾌﾟﾗﾝ主催者数
　 H28：94 ⇒ H29:107 （+13）

②特区民泊施設受入環境整備
補助件数　１件（30万円）

③都市ＩＤ4つの地域資源を巡
るｽﾀﾝﾌﾟﾗﾘｰ達成者数（H29.12
～H30.3）2,138人

【インバウンド】

・市内の外国人のべ宿泊数
　574,736人泊（前年比98.8％）

・マレーシア人のべ宿泊者数
　24,460人泊（前年比265.1％）

（主な事業）
・「市内のホテル宿泊者調査」
（統計室主導）
・国内外でのプロモーション機
会増加（前年対比150%超）
・facebookフォロー数30,000超
・千葉おもてなしSHOPガイド
　登録数429件（124件増）
　PV数37,417、UU数12,574/年
・ムスリムマップ製作（ver.3）
・外国人向け観光ボランティア
ガイド27人登録見込

【国内】
①体験観光プラン造成にあたり
市外から誘客できるプラン商品
力が弱い。
②特区民泊事業支援制度の周
知が広く行き届いていないた
め、関心のある事業者等への
アプローチが必要
③若者世代へは、興味から実
体験へつなぐ導線をつくり、鮮
明な記録・思い出として残すこ
とで「千葉市らしさ」として認識
してもらう必要がある。
④本市の工場夜景認知度が低
い。工場夜景を資源とした宿
泊・滞在型観光の推進するた
め、他都市と連携協力した知名
度向上ＰＲが必要。

【インバウンド】
⑤-1　インバウンド誘致の都市
間競争が激化する中、
(1)千葉市の認知度の低さ
(2)滞在動機となる観光コンテン
ツの弱さ
(3)海外プロモーションの機会の
不足が課題。プロモーション及
びマーケティングにリソースを
投下する必要がある。

⑤-2　訪日外国人の消費増に
よる経済効果を高めるべく、目
標設定するうえで基となる市独
自調査によるデータが無いこと
が課題であったため、「市内の
ホテル宿泊者調査」を行った
が、サンプル数が充分とれず、
調査結果単独での結果を得る
には至らなかった。その反省を
踏まえ、30年度は、観光庁同様
の調査を本市でも年間を通じて
行いサンプル数1600取得を目
標とし実施する。それによって、
より精緻に現状を把握するとと
もにインバウンド観光戦略の立
案及び事業の効果検証を実現
する。

【国内】
①体験プラン主催者育成のた
め掲載媒体・サイト事業者を
紹介。
　「千葉あそび」運営事業を民
間主導へ完全移行（最終目
標）
②特区民泊を導入し、地域資
源を有効に活用した滞在型余
暇活動の提供を促進。
③学生及び民間企業とともに
若年世代向けアイテムを創出
④商工会議所、企業及び周辺
都市と連携して「全国工場夜
景サミット」を本市開催し認知
度向上を図る。民間企業によ
る工場夜景観光を取り込んだ
ツアーの商品化。

【インバウンド】
⑤-1　千葉県や周辺他都市と
の連携によるインバウンド誘
致のための広域周遊ルートの
構築及び相互プロモーション
の実現
⑤-2　市独自の訪日外国人
動向調査による現状把握・分
析（30年度6月開始　年4回
目標サンプル数1600人分）
【参考】
目標：2020年（H32）までの目
標値
ア　外国人消費金額
100億円
イ　外国人のべ宿泊者数
100万人泊
ウ　費目別外国人1人1泊当り
消費金額
10,000円

①体験型観光プラン集「千葉
あそび」と都市ＩＤ総合発信
「千葉市がもっと好きになる
本」を統合し、各媒体に不足し
ていた情報の補完、認知度向
上を図るとともに、冊子流通
作業等にかかるコスト削減を
図る。

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 観光の振興と魅力の創出・発信

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出



5-2-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員1.40人

11 316 ⑧ その他

　財団の職員・コーディネー
ター等の人員を増強するとと
もに、財団・市間の人事交流
や財団プロパー職員の幹部
職への登用など体制強化を
図る。
　先進型企業へは企業訪問に
よるハンズオン支援を徹底
し、旧来型企業へはF-bizのよ
うに窓口相談支援を強化し、
複数のコーディネーターによ
るチームで対応する。（今年度
からモデル実施中）

モ
ノ

ビジネス支援センター（※）
CHIBA-LABO

※ビジネス支援センターは7
月1日に公の施設としての
業務を終了

＜参考＞
前年度決算額

⑧ その他

　中央ツインビルに立地する
事業引継ぎ支援センターや商
工会議所との連携を強化する
とともに、承継候補を対象とす
る承継塾を開催し、市内の事
業承継を推進する。（平成30
年度下半期）

ヒ
ト

職員1.30人

10 26,813 ⑧ その他

　現在の経済環境に応じた融
資メニューを検討するととも
に、平成31年度以降の利子補
給政策の見直しもすすめる。
　利子補給政策の見直しに
よって生まれる財源を、相談
体制の強化や、多様なニーズ
をもつ中小企業の支援に対応
する施策に配分する。

モ
ノ

無

＜参考＞
前年度決算額

【分析】
　国のマイナス金利政策の影
響により、金融機関から低利で
の資金調達が可能になってい
ること、また市の資金融資対象
を市内企業に限定したことなど
から、融資残高、件数ともに減
少傾向にある。

【課題】
　平成30年度に利子補給率の
引き下げ（0.6%→0.4%）を実施し
たが、更なる引き下げの検討が
必要である。併せて、融資メ
ニューの見直しを行う必要があ
る。
　業種によって異なる経営課題
に対応するための事業に要す
る財源が必要とされている。

2 中小企業資金融資制度の
見直しについて

⑧ その他

　本業としての起業は、国や
市等の支援メニューをパッ
ケージ化して支援し、稼ぐ企
業への成長を促す。また、プ
チ起業等（副業型起業）は、チ
バラボを活用し、支援ニーズ
の掘り起こしを行う。
　若者・女性の起業等、新た
な支援ニーズの掘り起こしに
ついて、今年度の実施に向
け、その手法について現在検
討中。

産業支援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額 26,803百万円
【内訳】
預託金25,984百万円
利子補給717百万円
損失てん補金100百万円
諸経費2百万円

26,803

前年度決算額 29,885百万
円
【内訳】
預託金29,000百万円
利子補給757百万円
損失てん補金126百万円
諸経費2百万円

市内中小企業者の経営
基盤の確立と近代化及び
創業時の資金調達の円
滑化を図るため、必要な
事業資金を融資し、また
その利子に対し補助す
る。

中小企業資金融資制度
運営のため、
①取扱金融機関に融資
の原資の一部として預託
金の預入
②利用者への利子補給
③県信用保証協会に対
する損失てん補
を行い、市内中小企業者
及び創業者に固定金利
の低利融資を行うことに
より資金繰りを支援し、経
営基盤の確立や創業の
促進を図る。

1.預託金
　260億円（Ｈ30当初）
　※融資残高の1/4を預託
融資残高（Ｈ29実績）
　件数：9,585件
　残高：102,310百万円
新規実行（H29実績）
　件数：2,215件
　実行額：39,811百万円

2.損失てん補金（Ｈ29実績）
　件数：100件
　市負担額：126百万円

3.セーフティ窓口対応件数：26
件

【効果】
　多くの市内企業が、経営安定
化、設備投資等事業の拡大化
に際し、本融資制度を利用して
いる。

1．預託金制度　政令市：本市を含む17市で実施
　（不実施都市：静岡・浜松・岡山）
2．利子補給　政令市：本市を含む8市で実施
　（実施：仙台・千葉・相模原・新潟・静岡・浜松・岡
山・熊本）
3．損失てん補　政令市：本市を含む15市で実施
　（不実施：相模原・新潟・静岡・浜松・堺）

産業支援課

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

1 千葉市産業振興財団の支
援事業の在り方について

　千葉市産業振興財団は
市内中小企業の支援を
行う唯一の団体であり、
その運営経費を補助し、
企業ニーズに合った支援
サービスを提供する。
　本年7月1日に、本市の
中小企業者・創業者支援
業務のうち、貸会議室等
の指定管理業務を廃止
し、ソフト支援に特化す
る。

　千葉市産業振興財団
は、市内中小企業、小規
模事業者の経営安定・経
営革新に取り組んでい
る。

・財団コーディネーターに
よる中小企業へのハンズ
オン支援の展開
・千葉市、財団、民間レン
タルオフィス業者と協定を
締結し、3社連携による創
業支援を開始
・財団主催による各種セ
ミナーの開催

H29年度
相談件数：1,556件
セミナー開催：10講座・参加者
226人
会議室稼働率：日数72％、コマ
数45％
センター利用者数：186,915名
コーディネータ企業訪問数：の
べ969件
商業アドバイザ派遣：5件/33日
経営専門家派遣：11件/97日
ビジネス交流会開催：5日間・
168人参加
インキュベーション施設入居者
数：12社（個人含む）、他

【効果】
　設立以来、中小企業者の安
定経営、事業拡大に関わる相
談を年平均で1500件以上受け
ており、利用者からも高い評価
を受けている。
＜利用者の満足度＞
　窓口職員の対応：97％
　相談に対するアドバイス：
97％
　再度利用希望：97％
　※有効回答者数144名

【課題】
●企業支援は企業の現況に合
わせて対応する必要があり、業
種によって経営課題が異なるこ
とから、相談体制の強化（職員
やコーディネーターの増強）が
必要となる。また、セミナー内容
の充実化、他支援機関との連
携体制の構築、更には若者・女
性の起業及び会社員の週末起
業等、多様化した相談ニーズを
掘り起こす必要がある。

●帝国データバンクの調査で
は、県内企業の67.61％が後継
者不在となっていることからも、
他の支援機関との連携体制の
構築などの対応が求められて
いる。

●定年退職者による起業や余
剰時間を活用したプチ起業等
が一定程度見込まれることか
ら、本業としての起業と区分し
て支援する必要がある。

他政令市のインキュベート施設の保有状況
札幌（1）、仙台（0）、さいたま（0）、横浜（2）、川崎
（1）、相模原（0）、新潟（１）、静岡（1）、浜松（0）、名
古屋（2）、京都（0）、大阪（3）、堺（0）、神戸（2）、岡
山（0）、広島（0）、北九州（1）、福岡（1）、熊本（1）

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額304.8百万円
【内訳】
財団補助金200.9百万円
指定管理委託料19.1百万
円
チバラボ管理委託料24.4百
万円
ビジネス支援センター移転
費60.4百万円
※労働費を除く

305

前年度決算額206百万円
【内訳】
財団補助金125.4百万円
指定管理料76.0百万円
チバラボ管理委託料4.6百
万円

施策 産業の振興

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課



5-2-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.7人 5 10 ⑧ その他

農産物・加工産品の付加価値
向上等を図るため、これまで
の成果をもとに、商品開発か
ら生産・販売等への流通を包
含したスキームを構築すると
ともに、農産物や加工産品ご
とに適したチャネルへのアプ
ローチ手法について検証す
る。この手段として、局内に、
「流通・プランディングプロジェ
クトチーム」を立ち上げる。
また、熱意のある生産者や事
業者を中心とした、ブランド
化、販路拡大、プロモーション
等の事業の遂行のため、市職
員が関連事業者（生産者・事
業者、流通事業者、飲食店、
メディア等）と信頼関係を構築
し、市が主体的に事業を進め
る。
さらに、熱意ある生産者・企業
を市内に呼び込むため、本市
の立地特性のPR機会を増大
させる。

モ
ノ

なし
＜参考＞

前年度決算額
⑤ 連携・協働

千葉市の特性として、大消費
地に近いこと及び多様な種類
の農産物を栽培できる土壌で
あることから、都内一流店等
のトレンドや、中間流通のニー
ズ、消費者ニーズを把握し、
ニーズ対応型産品の市内で
の栽培拡販の可能性を検討
するため、生産者・農政セン
ターとともに直接当該店舗等
にヒアリングを行い、収益等費
用対効果を検証する。
更に、地産地消の取り組み
（千葉市つくたべプロジェクト）
を地産他消へと拡げることを
目指し、多様な事業者による
アイデア・ノウハウを活用した
地域資源の6次産業化・農商
工連携を推進する。
上記の内容から商品開発から
生産・販売等への流通におい
て、一気通貫したスキームを
構築し、食品関連産業から生
み出される付加価値額の向
上を図る。

産業支援課

他都市等の状況

カ
ネ

委託費（3百万円）
補助金（2百万円）

5
5百万円（うち一般財源：5百
万円）

⑧ その他

第２次実施計画での取り組み
により掘り起こされた生産者・
事業者に対し、各産品のス
テージごとに事業を実施する
ことで、生産者・事業者の収益
拡大や産品のブランド化を図
る。

3 流通・ブランディング

千葉市産品の付加価値
を高め、市内農業や食品
関連産業の競争力強化
を図ることを目的とする。
千葉市産品のブランド化
と、市内外へ向けた販路
拡大を図り、良質な国内
産品を求める消費者か
ら、価格ではなく品質とブ
ランドにより選ばれること
により、市内農業や食品
関連産業の競争力強化
と、千葉市自体の価値向
上を目指す。

①セレクション受賞者等
を中心としたカタログ（バ
イヤーズガイド）を作成
②ヒアリングに基づき、各
商品の方向性にあった実
需者を選定し、商談や直
接営業を実施
③農産物に関しては、都
内一流店のトレンドを把
握し、市内での栽培拡販
の可能性を検証するた
め、生産者とともに、直接
当該店舗にヒアリングを
行い、収益等費用対効果
を検証する。
④市外催事に要する経
費を助成する補助金を創
設し、域外への販路拡大
を後押しする。

１　生産者・事業者個別支援
（１）加工業者・農家訪問発掘
　　　H28/68件→H29/75件
（２）実例
　●H27：
　　シタァール：イオンH&BCに
採用
　　海苔：セブン-イレブン・ジャ
パン（千葉地域）に採用
　　サーマス＆シェフミート：千
葉そごう中元に採用等
　●H28
　　菊園：イオン鎌取店に採用
　　晴れの日：ペリエ千葉に採
用等
　●H29
　　シェフミート：ペリエ千葉に採
用
　　貴匠庵：そごう千葉店に採
用等

２　ギフトセレクション
・H27情報提供309件　エント
リー36事業者、65商品　受賞者
7事業者
・H28情報提供286件　エント
リー22事業者、40商品　受賞者
5事業者
・H29情報提供19件（地域メディ
アによる）　エントリー7事業者、
8産品　受賞者5事業者

・生産者・事業者の個別支援に
ついて、都内等への販路拡大
及び当該産品のブラッシュアッ
プへの意欲喚起とそのアプロー
チ機会の確保が必要である。
・特に農産物については、地産
地消から地産他消へとその取
り組みの拡がりを目指し、ブラ
ンディングすることにより、市場
競争に打ち勝つための方策が
必要である。
・稼ぐ農業へ変化するために、
市場を意識し、消費者の需要
に応じて商品を生産・供給する
バリューチェーンの構築が必要
とされる。
・二次セレクションに選出されな
かった産品等のブラッシュアッ
プや品質向上など底上げが必
要である。
・情報の流通量が増えることに
より、ブランド化が実現する。そ
のための戦略的広報を展開す
る必要がある。

千葉県：食のちばの逸品
船橋市：ふなばしセレクション

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 産業の振興

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）



ヒ
ト

合計　８．０人
正規職員　　　６．５人
嘱託職員　　　１．２人
非常勤職員　 ０．３人

59 5,259 ⑤ 連携・協働

「ちば共創都市圏」の牽引者
として、商取引及び就業の中
心地としての機能を十分発揮
し、目指すべき産業集積を実
現すべく、拡充を行った補助
制度を活用して、先進・重点
産業の企業・業務機能の集積
を図るとともに、「民間活力導
入による産業用地整備－産
業集積実現」までの一貫パー
トナーシップ体制の構築を行
い、都市間競争を勝ち抜く。

モ
ノ

無 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

（公財）千葉市産業振興財団
の支援機能をはじめ、千葉労
働局や庁内各部署と連携し
て、立地企業のニーズに対応
し、円滑な市内定着に向けた
ビジネスマッチングや雇用面
での支援等を行う他、立地企
業の地域貢献活動を促す。
また、産業の枠組みを超えた
経済活性化の相乗効果を発
揮すべく、農業関連法人も誘
致対象として、検討していく。

１　分析
（１）必要性
　本施策は税源の涵養・雇用の
創出を直接的に実現できる、将
来的に人口減少が予想される
本市において、必要性は極め
て高い。
（２）有効性
　税収・雇用についての直接的
な効果は非常に高く、行政コス
トを大きく上回る税収効果もあ
り、有効性は高いと判断する。
（３）効率性
　各コスト対比、非常に高い税
収効果・雇用効果をあげてお
り、本事務事業の効率性は高
い。また、各職員がモバイルパ
ソコンを有して営業活動を行
い、企業訪問間での時間を有
効活用している他、執務日誌、
折衝記録を活用することによ
り、極めて効率的に業務を遂行
している。
２　課題
（１）全政令市が類似制度を有
し、都市間競争を繰り広げてい
ることから、状況に応じた柔軟
な対応が必要であること。
（２）平成２４年度以降、事業計
画認定数が累計１６３件にの
ぼっている中、市内定着に向け
た対応が必要であること。
（３）限られた人員体制の中、事
業計画認定件数の累積に伴う
補助金事務処理が年々膨大と
なっており、より効率的に業務
を遂行する必要があること。

4 企業立地促進 企業立地課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
５，２００百万円
（うち一般財源１，２３３百万
円）
【主なもの】
預託貸付金
３，９６８百万円
補助金
１，０８６百万円
利子補給金
　　１３３百万円

5,200 2,991百万円

市外企業の新規立地及
び市内企業の追加投資
を促進することで、税源
の涵養と雇用の創出、地
域経済の活性化による都
市活力の維持・向上を目
指す。

1 企業立地促進事業
   補助金
　各企業の投資計画に即
した、企業立地促進事業
補助金（所有型・賃借型・
累積投資型）の交付をす
る。

２ コア産業業界団体等
　 立地促進事業補助金
　先進・重点産業の企業
集積を図るため、核とな
る業界団体を誘致する。

３ 企業立地促進
   融資制度
　上記企業立地促進事業
補助金のうち、所有型・累
積投資型に係る施設の
整備に係る資金調達を支
援すべく、利子補給及び
預託金を支出し、有利な
資金調達手段を企業へ
提供する。

１　実績
（１）企業立地件数
　　（事業計画認定ベース）
　平成２９年度　　　　１９件
　平成２８年度　　　　２８件
　平成２７年度　　　　３５件
　平成２６年度　　　　３７件
　平成２５年度　　　　２５件
　平成２４年度　　　　１９件
（２）融資実績
  平成２９年度
　　４件／１，７００百万円
　平成２８年度
　１０件／３，１２５百万円
　平成２７年度
　２０件／５，７５６百万円
　平成２６年度
　１８件／２，２８２百万円
　平成２５年度
　１２件／２，５７１百万円

２　効果
（１）税収効果（Ｈ１２～Ｈ２８）
税収　　１８，０２０百万円
補助金 　３，２７０百万円
差引　　１４，７５０百万円
（２）雇用効果（Ｈ１２～Ｈ２８）
　　１２，１１５人（１１４社）
　　市民雇用　４，６１６人

⑥ ＩＣＴ活用
各職員のパフォーマンス向上
に向け、モバイルパソコン等
の業務環境整備を推進する。

1 企業立地促進事業補助金
　全１９政令市（本市除く）で類似の補助制度を有し
ている。
２ 企業立地促進融資制度
　全１９政令市（本市除く）中１０市が類似の融資制
度を実施（仙台、川崎、横浜、相模原、新潟、京都、
堺、神戸、北九州、福岡）
※なお、投資に係る初期費用（土地・建物等の取得
費用）に対する補助制度を有する政令市は全１９政
令市中１７市（本市除く）



5-2-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

合計　３．８人
正規職員　　　３．５人
非常勤職員　 ０．３人

32 1,033 ⑧ その他

認定事業に係る各種許認可
等を円滑に進めると共に、地
域住民への説明を丁寧に実
施し、迅速な産業用地の整備
を進めるとともに、早期に分譲
を完了させる。

モ
ノ

無 0
＜参考＞

前年度決算額
⑧ その他

認定事業地の状況に応じ、必
要な道路インフラ等の整備を
進め、認定した産業用地にお
ける、立地企業の円滑な操業
を支援すると共に、地域に調
和した産業集積を目指す。

5-2-2

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員2.00人
（正規2.00人）

17 19 ⑧ その他 教育委員会と協議、連携

モ
ノ

なし -
＜参考＞

前年度決算額
④ アウトソーシング

雇用のミスマッチ解消の中・長
期的対応の一環として位置づ
け、実施手法の抜本的な見直
しを検討する。

雇用推進課1
ちばっ子商人育成スクー
ル

事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額2百万円
（全額一般財源）
【内訳】
負担金2百万円

2
歳出決算額2百万円
（全額一般財源）

③ 整理統合
他の雇用対策事業との整理
統合を検討する。

先端技術の開発や新事
業創出など、製造業を中
心とする将来の産業を支
える人材の育成が課題と
される中、小・中学生など
の早期から、起業体験や
職業体験の機会を提供
することで、長期的に将
来の産業振興の基礎とな
る人材を育成する。

・西千葉子ども起業塾
（千葉大学共催：小学生
対象）
・中学生のための起業体
験講座
（東京情報大学共催：中
学生対象）
・幕張新都心ビジネスス
クール
（神田外語大学共催：高
校生対象）
・夏休みおしごと感動体
験ワクワクワークデー（敬
愛大学、百貨店等：小学
生対象）

・西千葉子ども起業塾
　３６名参加
　※参加満足度　100%

・中学生のための起業体験講
座
　１６名参加
　※参加満足度　100%

・幕張新都心ビジネススクール
　９名参加
　※参加満足度　89%

・夏休みおしごと感動体験ワク
ワクワークデー
　９１２名参加
　※参加満足度　88.4%

・キャリア教育の必要性につい
て認識が広がりつつあり、関連
する企業・就業体験イベントは
市民のニーズも高まっている。
・今後は教育委員会と協議、連
携し、キャリア教育の本質を理
解させていくことが必要である。
・教育委員会は働くことの意義
等を理解させていく。
・経済部は、実体験部分を担
う。この部分をアウトソーシング
する。
・今後継続した教育委員会との
連携が必要である。

他政令市では９市が何らかのキッズ・アントレプレ
ナーシップ教育事業を行っているが、本市のように
大学との協働による体系的なものはない。

施策 新事業の創出

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

企業立地課5 産業用地整備

課題抽出 今後の方向性

所管課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額
１，００１百万円

1,001 12百万円 ⑧ その他

市内における慢性的な産業用
地不足に対応すべく、新たな
産業用地確保に向けた調査
や手法の検討を実施する。

平成２７年度に実施した
産業用地に係る基礎調
査の結果を受けて、民間
活力の導入による産業用
地整備を図る。

本市へ企業が進出する
ために必要な産業用地を
確保し、円滑な進出や投
資を支援する。

１　実績
（１）平成２９年度
　認定事業者と協定を締結し、
開発許可を取得後、平成３０年
１月に造成工事に着手した。
ア　開発許可面積
　　２６．１ｈａ
　（うち分譲面積１７．９ｈａ）
（２）平成２８年度
　産業用地整備支援事業として
の制度構築の上、具体的案件
の事業計画認定を実施
ア　開発区域
　緑区誉田町二丁目２２番地他
イ　開発面積
　　２５．９ｈａ
　（うち分譲面積１８．３ｈａ）
ウ　総事業費
　　５，１２９百万円
エ　認定事業者
　　エム・ケー㈱
（３）平成２７年度
　産業用地確保に係る基礎調
査を実施

１　分析
（１）必要性
　企業立地促進事業を行ってい
く上で、産業用地確保は必要不
可欠であり、必要性は高い。
（２）有効性
　新規立地企業からの税収・雇
用効果が見込まれることから、
有効性は高い。
（３）効率性
　民間活力を導入する形での
産業用地整備事業であり、効
率性は高い。

２　課題
（１）産業用地整備事業は庁内
外ともに関係先が多岐に渡り、
情報共有と協議・調整を丁寧に
実施していく必要がある。
　また、産業用地整備の効果を
最大限に発揮すべく、早期に分
譲を完了する必要がある。
（２）立地状況等に応じ、周辺環
境の整備を実施していく必要が
ある。
（３）社会・経済情勢に応じ、新
たな産業用地の確保に向けた
検討を実施していく必要があ
る。

民間活力を導入する形での主体的な産業用地整備
事業は全国に例が無い。（平成２８年度に京都市
が、平成３０年度に熊本市が、民間活力を活用した
産業用地確保を行うべく、基礎調査を実施。）

今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 産業の振興

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出



5-2-4

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員2.6人
（正規2.6人）

21 926 ④ アウトソーシング
民間活力を導入した施設整備
により、顧客ニーズに沿った
市場機能の強化を図る。

モ
ノ

地方卸売市場 559
＜参考＞

前年度決算額
⑦ 資産活用

市場用地及び既存施設の有
効活用による取扱高の拡大を
目指す。

ヒ
ト

職員2.7人
（正規2.7人）

22 22 ④ アウトソーシング

民間活力の導入により市場機
能を効率的・効果的に管理運
営する体制の構築を、「経営
戦略」策定において検討す
る。

モ
ノ

＜参考＞
前年度決算額

⑤ 連携・協働

・場内事業者と一体となって、
市場の活性化に取り組む。

・法改正に適切に対応できる
よう、協議を行う。

・場内事業者の意識改革や経
営革新を図るビジネスモデル
の実現化を産業振興財団と連
携し支援する。

  取扱高の改善に向けては、大
型店の出店や仲卸事業者の販
路開拓が重要であり、場内事
業者の意識改革や経営改善が
求められている。

　本年度は、卸売市場法の一
部改正が予定されており、開設
者の適格性、流通形態の見直
し、各市場の独自ルールの制
定など、市場間取引における制
度構築が求められている。法案
成立後は、場内事業者との協
議機関を設置し、、取引ルール
の策定等の協議を行い、適切
に対応する。

　総務省より平成３２年度を目
途とした「経営戦略」策定にお
いて、経営視点による収支改善
方策・管理運営体制の見直しな
ど、を検討する必要がある。

2
市場機能の強化
（場内事業者の経営改善
等）

地方卸売市場

他都市等の状況

カ
ネ

・民間手法による効率的
な管理運営体制を構築す
る。
・市場の活性化に向けた
取り組みを事業者と一体
となって取り組む。
・場内事業者の経営改善
を図りモチベーションを向
上させる。

・市場事業の企画
・市場の運営
・施設の使用指定・許可
・使用料等の徴収
・施設の維持管理
・仲卸業者の業務許可
・売買参加者の承認
・取引の適正化

・取扱数量
（平成29年度）
　青果部　　120,115ｔ
　水産物部 　13,665ｔ

・場内関係業者
　卸業者　　　　　 3社
　仲卸業者        51社
　関連事業者　  44社
（従業員数　約1,000人）

・売買参加者　255人
・出荷者　 約   260人
・買出人　 約   890人

　
・地方卸売市場の管理運営は、指定管理者制度に
比べ、管理運営の民営化が増えている。
・他市場においても集荷力アップや販路開拓など市
場の活性化に向けて場内関係者と連携した取り組
みを行っている。

地方卸売市場1
市場機能の強化
（敷地等の有効活用）

施設の機能更新・強化を
民間活力の導入により計
画的に推進する

①場内施設の維持保全
②施設の機能更新・強化
のための改修・整備

・取扱数量
（平成29年度）
　青果部　　120,115ｔ
　水産物部 　13,665ｔ

・場内関係業者
　卸業者　　　　　 3社
　仲卸業者        51社
　関連事業者　  44社
（従業員数　約1,000人）

・売買参加者　255人
・出荷者　 約   260人
・買出人　 約   890人

　昭和54年の開場以来３８年が
経過し、施設の老朽化が著しい
が、大規模改修等の機能更新
は、計画的に進んでいない。
　特に生鮮食料品においては、
コールドチェーンが物流の主流
となりつつあり、市場間競争が
増す中で、迅速な機能更新・強
化が大きな課題となっている。

敷地を有効活用した民活手法による機能強化
・東京都大田市場：荷捌場（配送）
・川崎市北部市場：加工・配送センター
・名古屋市北部市場：低温加工施設

　いずれも、整備後取扱高が増加している

他都市等の状況

カ
ネ

事業費関係予算　  3.5億円
　　（うち一般財源  0.7億
円）
【主なもの】
　委託料　1..9億円
　修繕料　 0.6億円

346（うち一般財源：75）
888百万円

（うち一般財源：172百万円）

施策 物流・港湾機能の強化

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性



5-2-5

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員数1.00人
（正規1.00人）

8 94 ③ 整理統合

モ
ノ

長沼原勤労市民プラザ

幕張勤労市民プラザ

減価償却費　23
【長沼原　20、幕張　3】

＜参考＞
前年度決算額

ヒ
ト

職員数1.00人
（正規1.00人）

9 33

モ
ノ

ふるさとハローワーク（２か
所）

＜参考＞
前年度決算額

⑤ 連携・協働

１　市内企業の人材育成に関
する課題や、行政の支援に対
するニーズ等について調査し、
結果を踏まえ、既存事業の見
直しや、新規支援事業を企画・
実施する必要がある。

２　建設系職種や保育士、施設
介護員等における人手不足が
慢性化しており、その解消が急
務である。
　特に人材不足が顕著な市内
中小企業の人材確保力とＰＲ
力の向上を図る必要がある。

３　中小企業の生産性向上や
魅力的な職場づくりの支援が
必要である。

１　引き続き国、県、経済団
体、大学等と連携を図り、既
存事業の効果を高めるととも
に、新たな事業を企画・実施
し、市内企業への就業の促進
と定着率の向上を図るととも
に、キャリアアップアドバイ
ザーを活用するなど、人材育
成に関する課題や、行政の支
援に対するニーズ等について
調査を行う。

２　短期的には、特に中小の
技術系職場など、学生離れが
生じている分野についての人
材確保支援策と、一般求職者
の多くを占める事務職希望者
と建設系職種など人手不足が
生じている分野とのマッチング
等を行う。
　中・長期的には、建設系や
福祉系の仕事自体がそもそも
職業の選択肢となっていない
可能性があると考えられるた
め、早期の段階からこのよう
な職種に触れる機会を提供す
る。

３　各種事業を推進するため、
ハローワーク、ポリテクセン
ター及び商工会議所との連携
強化を図る。
また、キャリアアップアドバイ
ザーによる人材育成等の支
援を行うことで、生産性向上
等を図る。

雇用推進課2
雇用推進
（市内企業への人材供給
等）

・少子高齢化による人口
減少社会において、求職
者の階層に応じた求人等
の情報提供や、企業との
マッチングを行い、「高齢
者」「女性」「障害者」な
ど、多様な層の労働参加
により、労働力が確保さ
れることを目指す。
・求職者が事務系職種に
偏り、労働生産性が高い
とされる製造業等の、技
術系職種の人材不足が
顕著となっている雇用の
ミスマッチの解消を目指
す。

１　ふるさとハローワーク
（２か所）
国との一体化事業。国の
無料職業紹介と市の生
活・就労相談を一体的に
提供する。

２　インターンシップ（IS)
促進事業
企業に対しISの受入方法
等のセミナーを実施。

３　合同企業説明会（対
象：大学３年生）
ISに向けたマッチング会
を実施。

４　人材採用力向上支援
・働き方改革取組状況調
査
・キャリアアップアドバイ
ザーコンサルティング実
証事業

【平成２９年度実績】

①ふるさとハローワーク（２か
所）
利用者数　31,831人
職業紹介　5,733件
就職件数　1,197人

②インターンシップ促進事業
参加企業　延べ112社

③合同企業説明会
参加企業数　32社
参加学生数　53人
インターンシップ申込　85件他都市等の状況

カ
ネ

【平成３０年度予算】
①ふるさとハローワーク
委託費：18百万円
②インターンシップ促進事
業及び合同企業説明会
委託費：6百万円
③企業見学バスツアー
委託費：0.5百万円

24

①ふるさとハローワーク
18百万円
②インターンシップ促進事
業及び合同企業説明会
委託費：5.5百万円
③企業見学バスツアー
委託費：未執行

市内企業へ人材を供給するための雇用促進事業
は、全ての都道府県、政令市で行っている。

雇用推進課

他都市等の状況

カ
ネ

【H30当初予算　全体】
63百万円（対前年＋6百万
円）

【内訳】
・長沼原勤労市民プラザ
32百万円（対前年±0百円）

・幕張勤労市民プラザ
31百万円（対前年＋6百万
円）

63

【長沼原勤労市民プラザ】
32百万円
（うち一般財源32百万円）

【幕張勤労市民プラザ】
24百万円
（うち一般財源24百万円）

・勤労者福祉施設
　設置している政令指定都市：札幌市、仙台市、さい
たま市、川崎市、横浜市、相模原市、新潟市、静岡
市、浜松市、京都市、堺市、神戸市、岡山市、広島
市、北九州市、熊本市　計16市

　設置していない政令指定都市：名古屋市、大阪
市、福岡市　計3市

・施設利用料を徴収している政令指定都市：16市

1 勤労者福祉施設管理委託

勤労市民の文化の向上
及び健康増進を図ること
で、勤労者の福祉の増進
に寄与するため、勤労市
民プラザを設置し、管理
運営する。

稲毛区(長沼原)、美浜区
(幕張)の２か所に勤労市
民プラザを設置・運営す
るとともに、将来的な施設
のあり方も見据えなが
ら、勤労者を始めとした
施設利用者の活動の場
の提供

【H29年度実績】
【長沼原勤労市民プラザ】
利用件数10,534件(前年比
101.9%)
利用人数126,740人(前年比
105.1%)
稼働率　55.4%(前年比▲0.8%)

【幕張勤労市民プラザ】
利用件数1,571件(前年比
88.86%)
利用人数30,299人(前年比
97.64%)
稼働率　56.6%(前年比▲4.9%)

※幕張勤労市民プラザは大規
模改修によりH29.7～H30.3閉
館のため利用実績が少ない。
前年比は前年の4～6月と比
較。

【２館計】
利用件数12,105件(前年比
100%)
利用人数157,039人(前年比
103.6%)
平均稼働率　55.5%(前年比▲
3.1)

【効果】
蘇我勤労市民プラザを平成２７
年度末で廃止し、蘇我コミュニ
ティセンターと統合したため、指
定管理委託料の削減が図れ
た。
　※年間　約55百万円を削減

【課題】
蘇我に続いて長沼原勤労市民
プラザも、機能が類似するコ
ミュニティセンターとの統合につ
いて、資産経営の観点から必
要性が示されている。また、コ
ミュニティセンター自体の利用
対象も、条例改正により、勤労
市民プラザと差が少なくなって
いることから、残っている２つの
勤労市民プラザのあり方につ
いて整理する必要がある。
勤労市民プラザを、コミュニティ
センター化した場合、営利活動
での利用が出来なくなる。
長沼原勤労市民プラザを統合
により、廃止した場合、近隣の
長沼コミュニティセンターにない
体育施設もあるため、利用者
への影響の検証が必要。

施設利用者に勤労者団体が
占める割合は１０％を割り込
んでいることなどから、勤労者
施設としての存在意義が薄れ
つつあることから、資産の効
率利用及び総量縮減の観点
から、、コミュニティセンターと
の統合等を検討する。

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性

施策 勤労者の支援と雇用の創出

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析 課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）



5-3-1

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

18.52人
（正規12.32人、非常勤
4.00人、嘱託2.20人）

110 314 ③ 整理統合

モ
ノ

農政センター土地・建物
一式（減価償却費
49,182千円）

49
＜参考＞

前年度決算額
⑥ ＩＣＴ活用

ヒ
ト

0.80人
（正規0.80人）

7 67 ⑤ 連携・協働

モ
ノ

乳牛育成牧場（減価償
却費・3,607千円）

4
＜参考＞

前年度決算額

・酪農家で産まれた雌子牛
を後継牛として預託し、育
成する間、自家の成牛管
理に注力し、省力化と生産
性向上に寄与している。
・預託申請頭数は受け入
れ可能頭数を超えている。
・築50年が経過し、老朽化
した施設は修繕が必要で
ある。
・家畜や自然との「ふれあ
いの場」を整備し、農畜産
に対する市民の理解を深
めるとともに、酪農振興を
図る必要がある。

・家畜や自然（周辺地域・
施設）との「ふれあいの
場」を活用した内陸部の
活性化を目指し、民間事
業者との連携を含め、利
活用を検討する。
・市内酪農振興を図るた
め、「ふれあいの場」導入
の可能性を検討する間
は、乳用後継牛の育成業
務を継続する。

農業生産振
興課

2 乳牛育成牧場管理運営

乳牛資源の確保と酪
農経営の合理化を図
るため、市内生産の
乳用雌子牛を預かり
育成飼養するととも
に、市民に憩いの場
を提供する。

生後4～6か月の乳用
雌子牛を預かり、18
か月間育成し、妊娠
牛として酪農家に返
す。
（乳牛預託事業）

・期末利用農家数13戸
・期末預託頭数98頭
・稼働率108.9％
・入牧申請頭数
　（年間入牧可能頭数
　　　　　　　　　　　60頭）
　平成29年度：88頭
　平成28年度：91頭
　平成27年度：88頭
　平成26年度：78頭

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額56百万円
（うち一般財源40百万
円）
【主なもの】
指定管理委託料54百
万円

56
歳出決算額36百万円
（うち一般財源36百万
円）

預託を実施している政令指定都市
・福岡市
預託業務を実施している近隣市
・南房総市

施策 新鮮で安全・安心な農畜産物の安定供給

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

農業生産振
興課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額170百万円
（うち一般財源77百万
円）
【主なもの】
・農業生産団地育成事
業補助64百万円
・種苗生産等ほ場管理
業務委託料24百万円

155

歳出決算額360百万円
（うち一般財源61百万
円）

市営農場を有する政令市
札幌市、さいたま市、川崎市など7市

〈県内近隣市〉
市原市、船橋市

1 農政センターの活用

優良種苗の生産・供
給、土壌分析、農家
への営農指導等を行
うことにより、園芸の
生産振興を図るととも
に、農業の担い手を
育成していく。

①農業者に優良な種
苗を供給するととも
に、栽培試験により得
られた情報を提供す
る。
②研修や講習会等を
実施し、新規就農者
や認定農業者等、農
業の担い手を支援す
る。

①種苗供給・栽培試験等
・種苗供給(5品目)
　（イチゴ・ラッキョウ・ワケ
  ネギ・坊主不知ネギ・
  洋ラン）
　　→供給戸数　70戸
・栽培試験(6品目)
　（イチゴ・トマト・キャベツ・
  ワケネギ・ニンニク・薬用
  植物）
・土壌・養液診断
　　→1,053件
・巡回指導等回数→452回
②担い手支援
・新規就農者研修5人/年
　　→修了者累計26人
・認定農業者数
　　→175経営体
　　　（個人148、法人27）

①種苗供給・栽培試験等
・優良な種苗供給や栽培
試験の実施により、農業者
の生産性向上と産地化に
寄与しているが、必ずしも
消費動向に着目した対応
が図られているとは言えな
い。
・開設後、約40年経過し、
施設の老朽化が進んでお
り、現在の種苗供給や栽
培試験を継続するために
は、給排水設備や植物工
場の空調の修繕が必要で
ある。
②担い手支援
・支援が画一的になってき
ており、今後は意欲ある担
い手に対し、ICTの活用や
アウトリーチなど、これまで
以上のきめ細かな支援が
必要。
・新規就農者研修受講者
は、近年定員割れしてお
り、募集に当たっての工夫
が必要。

①種苗供給・栽培試験等
・種苗供給
　イチゴに特化、洋ランは廃
止。その他品目は関係機
関への移行を検討。
・栽培試験
　イチゴ、トマト、アスパラガ
ス（市原市との広域連携）
に特化するとともに、専門
技術者によりスマート農業
に向けた実証実験をもとに
技術普及を図る。(ドローン
活用等)
②担い手支援
・現在進めているモデル事
業(イチゴの栽培環境管理)
のデータを新規就農者等に
提供するとともに専門職が
訪問指導を行い、きめ細や
かな支援を実施。
・労働力不足を補うアシスト
スーツ等先端技術の活用
等により認定農業者等を支
援。
・農業系イベントに出展し、
本市で就農するメリットを広
く周知していく。

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性



5-3-3

目標（目的） 主な内容 主な実績・効果 分析・評価

【（事務事業（業務）を行い）
誰（何）が、どのような状態
になることを目指すのか】

【サービス等の提供内容や
提供先】

【利用者数・件数等】
【現在どのような状態で、どのよう
な課題があるのか】

ヒ
ト

職員0.70人
（正規職員0.70人）

5 73
④ アウトソーシン

グ

モ
ノ

ふるさと農園（減価償却
費・1,287千円）

1
＜参考＞

前年度決算額

ヒ
ト

職員2.00人
（正規2.00人）

17 89 ⑤ 連携・協働

モ
ノ

①富田さとにわ耕園
(減価償却費・管理棟他
5,271千円)
②下田農業ふれあい館
(減価償却費・管理棟他
7,450千円)
③中田やつ耕園
(減価償却費・管理棟
976千円)

13
＜参考＞

前年度決算額

グリーンツーリズムの要と
なる施設として、来訪者の
増加につながる工夫が必
要。

①【富田】
　　春のシバザクラ、秋のコ
スモス開花期には、多くの
来場があるが、一年を通じ
た来場を見込む方策を展
開する必要がある。
②【下田】
　　自主事業の収益向上を
図る必要があり、地元産の
農産物直売やレストラン
で、周辺の類似施設との差
別化を図るため、品揃えの
充実や認知度アップを進
めていく必要がある。
③【中田】
　　市民農園の利用者増を
図るため、施設の環境改
善（ハード面）や技術指導
などのソフト面を充実させ
るとともに、施設のＰＲに努
め、利用率の向上を図る
必要がある。

・グリーンツーリズムの要
となる施設として、千葉大
学と連携し、３拠点の愛
称、ロゴマークを活用した
ＰＲやイベント、施設整備
を行い、来訪者増を図
る。

・下田については、産業
振興財団からのアドバイ
スなどを元に、自主事業
の収益向上を図る。

・いずみ地区の情報を満
載したマップを改訂。観光
部門と連携し、内陸部を
回遊する人の流れを作
る。

農業経営支
援課

2
いずみグリーンビレッ
ジ

都市部と農村部の交
流を促進し、地域の
農業振興と活性化を
図る。

①【富田】シバザクラ・
コスモスの開花期の
イベントの開催、野菜
収穫体験の実施、農
業体験農園の開設
②【下田】地元農産物
の直売、レストランで
郷土料理の提供、お
米作り体験の実施
③【中田】市民農園開
設、野バラ園の公開
④【いずみウォーク】
歴史探索、自然観察
の開催

各拠点施設でイベント開催
などＰＲ活動を展開するこ
とで、拠点施設が認知され
つつある。

【実績】
３拠点利用者数
        210,953人
内訳①124,320人
　　　②　69,676人
　　　③　16,957人
④歴史探索１回　 21人
　 自然観察2回　延べ31人
　

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額59百万円
（全て一般財源）
【主なもの】
指定管理委託料
53百万円

59
歳出決算額56百万円
（うち一般財源56百万
円）

市民向け農業系施設（農産物販売・講座な
どを実施）を有する政令市
札幌市、さいたま市、横浜市など14市

〈県内近隣市〉
八千代市、市原市

施策 農村と森林の持つ多面的機能の活用

No.
新
規

事務事業（業務）名

事務事業（業務）概要 現状分析

農業経営支
援課

他都市等の状況

カ
ネ

歳出予算額67百万円
（うち一般財源67百万
円）
【主なもの】
指定管理委託料
40百万円

67
歳出決算額51百万円
（うち一般財源51百万
円）

市民向け農業系施設（農産物販売・講座な
どを実施）を有する政令市
札幌市、さいたま市、横浜市など14市

〈県内近隣市〉
八千代市、市原市

1
ふるさと農園維持管理
運営

市民が、土や自然に
親しみ、農作物の生
産や加工の実習など
を通し、農林業に対す
る理解を深めるととも
に、市民にいこいの
場を提供する。

・いこいの場の提供、
展示施設の公開
・農林業体験教室（園
芸、農業体験、料理、
農産加工等）
・農村文化の継承イ
ベント（七夕等）
・会議室等貸出

【実績】
利用者数　100,141人
【各サービス実績】
・農林業体験教室の開催
　65コース、2,369人
・農村文化の継承イベント
　実施回数3回、2,421人
・会議室等貸出　12,060人

・平成26年策定の千葉市
公共施設の見直し方針に
基づき施設のあり方検討
を開始した。
（平成28年度に実施した資
産の総合評価の結果、「見
直し」との判定）

・老朽化しており、空調など
主要設備は修繕、民家は
解体撤去の予算を確保済
み。

・農とのふれあいの充実に
より、ふるさと農園の魅力
を向上させる必要がある。

・引き続き農業関連施設
として活用することとし、
指定管理者を公募する。

・公募にあたっては、民間
のアイデアを活かせるよ
う、自主事業実施にあ
たっての施設の自由度を
高め、農とのふれ合いの
更なる充実を図る。

課題抽出 今後の方向性

所管課
事務事業（業務）に
必要な行政資源

コスト換算
（単位：百万円）

行政コストの合計額
（単位：百万円）

改善・改革の
手法

今後の方向性


